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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第23期 

第１四半期連結 
累計期間 

第24期 
第１四半期連結 

累計期間 
第23期 

会計期間 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成26年 
 ６月30日 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成27年 
 ６月30日 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成27年 
 ３月31日 

売上高 （千円） 3,757,592 4,865,535 30,499,004 

経常利益又は経常損失（△） （千円） △5,599 △174,196 3,259,925 

親会社株主に帰属する四半期純損

失（△）又は親会社株主に帰属す

る当期純利益 

（千円） △41,761 △15,101 1,995,200 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △28,553 △24,725 2,035,857 

純資産額 （千円） 28,615,226 30,268,687 30,486,407 

総資産額 （千円） 45,410,207 50,867,178 52,949,572 

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利益

金額 

（円） △2.71 △0.98 129.30 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 63.0 59.5 57.6 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期純損失又は当期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純損失又は親会社株主に

帰属する当期純利益」としております。

４．第23期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。第23期第１四半期連結累計期間及び第24期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

 当第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日～平成27年６月30日）におけるわが国経済は、政府による経済

政策や日本銀行の金融緩和策を背景に、企業収益の改善や雇用・所得環境に改善がみられるなど、緩やかな景気

回復基調で推移しました。しかしながら、円安等の影響による物価の上昇、海外経済の下振れによる影響が懸念

され、景気の先行きは依然として不透明な状況が継続しております。

 当社グループの属する不動産業界の中でもマンション分譲業界におきましては、海外の富裕層や株高による資

産効果で潤った国内富裕層の相続税対策等も含めた投資需要が旺盛なことから、不安定ながらも比較的堅調に推

移しているものの、用地代・建築コストの上昇に伴い販売価格が上昇傾向にあるなか、実需要の購入層のなかで

も特に第一次取得者層は、マンション購入に慎重になってきており、今後の事業環境は予断を許さない状況が継

続しております。 

 このような事業環境のもと、当社の主力事業であります不動産販売事業におきましては、新規発売物件の販売

に注力するとともに、全社的コスト削減に継続して取り組み収益の確保に努めてまいりました。

 これらの結果、当第１四半期連結累計期間の連結売上高は48億65百万円（前年同期比29.5％増）、連結営業損

失は１億40百万円（前年同期は連結営業利益29百万円）、連結経常損失は１億74百万円（前年同期は連結経常損

失５百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は15百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失

41百万円）となりました。

 なお、当社グループの主力事業であります不動産販売事業においては、引渡基準を採用しており、マンション

の売買契約成立時ではなく、マンションの顧客への引渡をもって売上が計上されます。例年、マンションの引渡

時期が特定の四半期（当期は第４四半期に引渡が集中する見込み）に偏重する傾向があり、各四半期の売上高及

び利益水準は著しく相違する傾向にあります。

 

 セグメント業績は次のとおりであります。

 不動産販売事業におきましては、外部顧客への売上高は38億77百万円（前年同期比35.7％増）、セグメント利

益は11百万円（前年同期比92.0％減）となりました。

 その他におきましては、賃貸事業、マンション管理事業、賃貸管理事業等により、外部顧客への売上高は９億

88百万円（前年同期比9.7％増）、セグメント利益は１億32百万円（前年同期比2.8％減）となりました。

 

(2）財政状態の分析

 当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて20億82百万円減少し、508億67百万

円となりました。主な要因は販売用不動産及び仕掛販売用不動産の増加34億66百万円、現金及び預金の減少57億

２百万円によるものです。

 負債は、前連結会計年度末に比べて18億64百万円減少し、205億98百万円となりました。主な要因は支払手形及

び買掛金の減少23億５百万円によるものです。

 純資産は、前連結会計年度末に比べて２億17百万円減少して302億68百万円となりました。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 61,862,400

計 61,862,400

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成27年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成27年８月７日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,465,600 15,465,600
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式。

単元株式数は100株であり

ます。

計 15,465,600 15,465,600 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年４月１日～ 

平成27年６月30日
－ 15,465,600 － 1,983,000 － 2,870,350

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   34,600 －
単元株式数は100株であ

ります。

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,368,700 153,687
単元株式数は100株であ

ります。

単元未満株式 普通株式   62,300 － －

発行済株式総数 15,465,600 － －

総株主の議決権 － 153,687 －

（注）「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式62株が含まれております。

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本エスリード

株式会社

大阪府大阪市福島区

福島六丁目25番19号
34,600 － 34,600 0.22

計 － 34,600 － 34,600 0.22

（注）当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は、34,746株であります。

２【役員の状況】

  当該事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 18,671,658 12,968,951 

売掛金 243,446 141,457 

販売用不動産 12,264,759 13,656,633 

仕掛販売用不動産 15,765,945 17,840,821 

繰延税金資産 470,837 523,063 

その他 358,999 432,426 

流動資産合計 47,775,647 45,563,353 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,356,812 1,343,203 

土地 2,876,971 2,876,971 

リース資産（純額） 364,433 370,413 

その他（純額） 81,170 78,400 

有形固定資産合計 4,679,387 4,668,987 

無形固定資産 32,312 32,987 

投資その他の資産    

投資有価証券 269,240 276,106 

繰延税金資産 28,507 162,134 

その他 164,477 163,609 

投資その他の資産合計 462,225 601,850 

固定資産合計 5,173,925 5,303,825 

資産合計 52,949,572 50,867,178 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 4,131,946 1,826,334 

短期借入金 72,080 65,600 

1年内返済予定の長期借入金 7,289,399 5,954,743 

リース債務 71,246 73,614 

未払法人税等 120,131 46,021 

前受金 483,861 319,822 

賞与引当金 161,977 82,739 

その他 1,110,850 557,628 

流動負債合計 13,441,494 8,926,504 

固定負債    

社債 120,000 120,000 

長期借入金 7,687,449 10,339,384 

リース債務 327,330 330,235 

退職給付に係る負債 151,672 121,054 

役員退職慰労引当金 238,437 236,500 

その他 496,780 524,812 

固定負債合計 9,021,670 11,671,986 

負債合計 22,463,164 20,598,490 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,983,000 1,983,000 

資本剰余金 2,871,318 2,871,318 

利益剰余金 25,599,827 25,391,839 

自己株式 △62,559 △62,666 

株主資本合計 30,391,587 30,183,491 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 94,819 85,196 

その他の包括利益累計額合計 94,819 85,196 

純資産合計 30,486,407 30,268,687 

負債純資産合計 52,949,572 50,867,178 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

売上高 3,757,592 4,865,535 

売上原価 2,572,732 3,642,740 

売上総利益 1,184,860 1,222,794 

販売費及び一般管理費    

広告宣伝費 260,275 308,863 

給料及び賞与 395,689 400,699 

賞与引当金繰入額 80,684 82,072 

退職給付費用 14,088 14,497 

役員退職慰労引当金繰入額 1,062 2,062 

租税公課 59,268 74,546 

減価償却費 14,269 14,436 

その他 329,934 466,130 

販売費及び一般管理費合計 1,155,273 1,363,309 

営業利益又は営業損失（△） 29,587 △140,515 

営業外収益    

受取利息 214 175 

解約違約金収入 783 4,100 

保証金敷引収入 6,652 2,544 

その他 9,681 8,757 

営業外収益合計 17,332 15,577 

営業外費用    

支払利息 50,873 47,171 

その他 1,645 2,086 

営業外費用合計 52,519 49,258 

経常損失（△） △5,599 △174,196 

税金等調整前四半期純損失（△） △5,599 △174,196 

法人税、住民税及び事業税 39,549 41,870 

法人税等調整額 △3,386 △200,965 

法人税等合計 36,162 △159,094 

四半期純損失（△） △41,761 △15,101 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △41,761 △15,101 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

四半期純損失（△） △41,761 △15,101 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 13,208 △9,623 

その他の包括利益合計 13,208 △9,623 

四半期包括利益 △28,553 △24,725 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △28,553 △24,725 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 

平成25年９月13日）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

  該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

 前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自

平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

 当社グループの主力事業であります不動産販売事業においては、引渡基準を採用しており、マンションの売買

契約成立時ではなく、マンションの顧客への引渡をもって売上が計上されます。例年、マンションの引渡時期が

特定の四半期(当期は第４四半期に引渡が集中する見込み）に偏重する傾向があり、各四半期の売上高及び利益水

準は著しく相違する傾向にあります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 33,752千円 36,477千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

    配当金支払額

 
（決  議）

 
株式の種類

配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月15日 

取締役会
普通株式 192,889 12.5  平成26年３月31日  平成26年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

    配当金支払額

 
（決  議）

 
株式の種類

配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額 
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月15日 

取締役会
普通株式 192,886 12.5  平成27年３月31日  平成27年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３ 

 
不動産 

販売事業 
計 

売上高            

外部顧客への売上高 2,856,391 2,856,391 901,201 3,757,592 － 3,757,592 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

7,927 7,927 4,645 12,572 △12,572 － 

計 2,864,318 2,864,318 905,847 3,770,165 △12,572 3,757,592 

セグメント利益又は損失（△） 146,915 146,915 135,835 282,751 △288,350 △5,599 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業、不動産管

理事業、電力管理事業、建設・リフォーム事業及び不動産仲介事業等を含んでおります。

 

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△288,350千円には、セグメント間取引消去△139千円及び各報

告セグメントに配分していない全社費用△288,210千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 （固定資産に係る重要な減損損失）

  該当事項はありません。

 

 （のれんの金額の重要な変動）

  該当事項はありません。

 

 （重要な負ののれんの発生益）

  該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３ 

 
不動産 

販売事業 
計 

売上高            

外部顧客への売上高 3,877,307 3,877,307 988,227 4,865,535 － 4,865,535 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

－ － 4,421 4,421 △4,421 － 

計 3,877,307 3,877,307 992,649 4,869,956 △4,421 4,865,535 

セグメント利益又は損失（△） 11,717 11,717 132,024 143,742 △317,938 △174,196 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業、不動産管

理事業、電力管理事業、建設・リフォーム事業及び不動産仲介事業等を含んでおります。

 

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△317,938千円には、セグメント間取引消去△163千円及び各報

告セグメントに配分していない全社費用△317,774千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 （固定資産に係る重要な減損損失）

  該当事項はありません。

 

 （のれんの金額の重要な変動）

  該当事項はありません。

 

 （重要な負ののれんの発生益）

  該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △２円71銭 △０円98銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）
△41,761 △15,101

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失金額（△）（千円）
△41,761 △15,101

普通株式の期中平均株式数（千株） 15,431 15,430

 （注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。
 

（重要な後発事象）

 重要な後発事象はありません。
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２【その他】

平成27年５月15日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………192,886千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………12円50銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成27年６月29日

 （注） 平成27年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月５日

日本エスリード株式会社 

取締役会 御中 

 

太陽有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 柳  承煥  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 岡本 伸吾  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本エスリード

株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日か

ら平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本エスリード株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
 
 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


